
【別添１】
CDM/JI設備補助事業実施計画書
	事　業　名
	○プロジェクト設計書に記載する「Title of the project activity」と同一のものとしてください。

	補助事業者
	住所
名称
代表者名
業種
担当部署
	       　 　

	担当者
	担当者氏名
TEL/FAX
E-mail
	

	ホスト国における実施主体
	住　　所
名　　称
業　　種
	

	事業実施体制
	○具体的なプロジェクトの事業実施体制（事業者名等）と役割分担を記載してください。


	補助事業の概要

	○事業の目的、内容、規模、エネルギー起源ＣＯ２削減のための具体的措置を記入してください。
○小規模ＣＤＭプロジェクトに該当する場合には、その旨の説明をしてください。
○事業実施国/地域を明記してください。

	事業費（千円）
	　　　年度
	      年度
	      年度
	      
	合計

	
	
	
	
	
	

	事業の実施
スケジュール
	○フィージビリティ調査、プロジェクトの着手／操業／終了時期、モニタリング期間、クレジット獲得見込時期、プロジェクト継続期間について記載してください。

	有効化審査
実施団体
	○当該プロジェクトの有効化審査を実施もしくは実施予定の運営組織（候補）/独立組織(候補)の団体名を記載してください。

	日本国政府の
事業承認見込
	○既に政府より事業承認されている場合、承認レターを添付してください。
○希望するプロジェクト支援担当省庁があれば、記載してください。

	ホスト国の
承認の可能性
	○既にホスト国政府より事業承認されている場合、承認レターを添付してください。

	ホスト国の持続可能
な開発の達成支援
	○当該プロジェクトがホスト国の持続可能な開発（経済面、環境面、社会面）の達成を支援するものであることを簡潔に説明してください。

	環境への影響
	○当該プロジェクトの実施に伴う環境（生態系、大気、水質、土壌等）への負の影響の見通し及びそれへの対応策について簡潔に記入してください（小規模CDMを除く）

	排出削減見込量
	

	ベースラインの
考え方について
	

	備　　考
	


（注）審査に必要な資料となりますので、要点が不明にならない範囲で詳細に記載して下さい。必要に応じて枠を引き延ばすことや各項目の内容を別紙として添付することは差し支えありません。
【別添２】

CDM/JI設備補助事業に要する経費内訳
	所要経費

	(1)総事業費
	(2)寄付金その他
   の収入
	(3)差引額
   (1)-(2)
	(4)補助対象経費　　 支出予定額

	
	             円
	              円
	　         　  円
	    　         円

	
	(5)基準額

	(6)選定額
 　(4)と(5)を比較
 して少ない方の額
	(7)国庫補助基本額
　 (3)と(6)を比較
 して少ない方の額
	(8)補助金所要額
   (7)×1/2

	
	             円
	              円
	               円
	               円

	
	(9) クレジット移転総量に仮想クレジット価格を乗じて得た額
	(10)改補助金所要額
 　 (8)と(9)を比較して少ない方の額

	
	             　               円
	               　             　円

	  補　助　対　象　経　費　支　出　予　定　額　内　訳

	経費区分・費目
	   金　　額
	             積　算　内　訳

	
	
	

	  購入予定の主な財産の内訳(一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの)

	    名　　　　称
	    仕　　様
	数量
	  単　価
	  金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）

(9)、(10)は設備整備事業の場合のみ記載すること。

(9)の数値は別添3クレジット移転計画書(2)、(3)の数値に基づいて記載のこと。

【別添３】

クレジット移転計画書

ＣＤＭ／ＪＩ設備補助事業に関して、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間団体）交付要綱第25条、若しくは、CDM/JI事業費補助交付要綱第25条に基づき日本国政府の保有口座へ移転する京都メカニズムによるクレジット（ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵ）については、下記のとおりです。

（1） 補助金千円当たりの移転クレジット量〔CO2換算トン／千円：小数点第３位まで記載〕
（2） クレジット移転総量〔CO2換算トン〕

＝補助金交付申請額〔円〕 × （１）〔CO2換算トン／千円〕／１０００
（3） (1)に基づく仮想クレジット価格〔円／CO2換算トン〕
（4） 移転期限
（5） クレジット移転計画

	年度注1
	
	
	・・・
	
	平成25年度（2013年度）

	クレジット種別注2
	
	
	
	
	

	①補助事業から発生するクレジット予定量注3
	
	
	
	
	

	①の累計
	
	
	
	
	

	②補助事業者の獲得するクレジット予定量
	
	
	
	
	

	②の累計
	
	
	
	
	

	③政府の保有口座へ移転するクレジット予定量注3注4
	
	
	
	
	

	③の累計
	
	
	
	
	

	④移転予定月注5
	
	
	
	
	


注1 政府保有口座への移転完了年に係わらず2013年度まで記載すること。ただし、移転期限については2013年9月末を越えて設定することはできない。

注2 ＣＥＲ、ＥＲＵ又はＡＡＵの種別を記入。2種類以上となる場合には①、②、③についてもそれぞれ分けて記載し、③については合計も記載すること。

注3 削減事業実施年度ではなく、実際にクレジットの獲得が予想される年度で記載すること。

注4 移転期限までに（２）に記載した移転予定総量に達する計画とすること。

注5 各年度のクレジット移転予定月を記載のこと。なお、事業実施後、遅延なく検証、認証、発行、移転等を行うこと。
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